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【ふくい地域経済循環ファンド】



◼事業計画書（申請書）作成の流れ

◼提出書類

◼申請様式等の入手方法

◼事業計画書の考え方

◼提出書類（作成する書類）の記入方法

◼注意事項（意見書）

◼問い合わせ先
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■事業計画書（申請書）作成の流れ

３

１．事業計画書の作成
➢事業内容
➢実施スケジュール作成
➢必要な費用算出
➢助成事業期間終了後５年間の経営計画の作成

２．金融機関・商工団体等と連携し、事業計画書内容の
ブラッシュアップ⇒意見書の発行（商工団体等より）

３．申請書類の提出（令和６年５月２０日（月） 17：00 必着）

提出先 （公財）ふくい産業支援センター 経営支援部
〒910-0296 坂井市丸岡町熊堂3-7-1-16 4Ｆ



①助成金交付に関する事業計画書 ＜様式第１＞

②申請者の詳細                          ＜別紙１＞

③事業実施計画 ・スケジュール     ＜別紙２、３＞

④支出内訳および資金調達          ＜別紙４＞

⑤中期経営計画                   ＜別紙５＋補足説明＞

⑥県税に滞納がない旨の証明書（応募日以前１か月以内
に発行）または 県税の納税状況の確認について＜別紙６＞

⑦事業概要 ＜別紙７＞

■提出書類・・・作成する書類

４



⑧法人：履歴事項全部証明書
（応募日以前３か月以内に発行。）
（ただし、別紙１において法人番号を記載する場合は提出不要。）

⑧個人：住民票（応募日以前３か月以内に発行、マイナンバー不要）

⑨法人：直近３期分の決算書資料
（損益計算書、貸借対照表）

⑨個人：直近３期分の確定申告書
（第一表、第二表、収支内訳書（1・2面）
または 所得税青色申告決算書（1～4面）

※収支内訳書がない場合は、貸借対照表および損益計算書を作成し提出

⑩直近の確定申告書別表二（同族会社の判定に関する明細書）

⑪地方消費税の納税証明書（応募日以前１か月以内に発行）

⑫会社概要のわかるもの（パンフレット等）

５

■提出書類・・・添付書類・意見書①



⑩直近の確定申告書別表二

県への補助金等の申請

６

⑥県税に滞納がない旨の証明書

全ての県税ならびに特別法人事業税および地方法人特別税



⑬意見書＜様式第２＞
（金融機関および商工会議所・商工会で作成してもらう）

⑭ふくい女性活躍推進企業の確認に必要な書類（法人のみ）
・登録済の場合：「ふくい女性活躍推進企業」登録証か登録通知の写しまた  
は、「ふくい働く女性応援サイト」に掲載されている自社名部分の写し
・登録申請中の場合：「ふくい女性活躍推進企業」の登録申請中であること
が確認できる書類（県の受付印が押印された申請書の写し等）

⑮審査における加点を希望する場合に必要な書類
 【事業継続計画(BCP)を作成している場合】
・BCPの写し（計画期間内のものに限る）
【経営革新計画の承認を受けている事業者】
・県からの経営革新計画の採択通知の写し（計画期間内のものに限る）
【パートナーシップ構築宣言をしている事業者】
・構築宣言申請書および構築宣言の国HPで公表されている自社名部分の写し
【社員ファースト企業宣言の賃金引上げを選択している事業者】
・ファースト企業宣言申請書および公表済企業は県HPで公表されている自社名部分の写し
【福井県カーボンニュートラル推進企業表彰の受賞事業者】
・県のHPに掲載されている自社名部分の写し

７

■提出書類・・・添付書類・意見書②



８

ふくい産業支援センターのホームページ
トップページ ⇒ 補助金 ⇒ 成長企業スケールアップ支援事業助成金

■申請様式等の入手方法

産業支援センターＨＰからダウンロードできます。HPアドレス：https://www.fisc.jp



○ わかりやすく

 ◆ 専門用語はなるべく避ける

 ◆ 図表や写真などを効果的に

○熱意を前面に

 ◆ よい点をアピール

 ◆ 助成なしでも実施する意気込みを

○ストーリーをもって

 ◆ なぜ始めるのか

 ◆ 何をするのか

読む人の立場になって、工夫してみてください。

審査委員には、様々な業種・業界の方がいます。

皆さんに理解してもらうために、以下の点を心がけてください。

助成金の申請

➢ どこが新しいか・どんな商品でなぜ売れるか・いかに実現するかなど

９

目 的

審査委員に良く理解してもらうこと

新規性
革新性

市場性
成長性

実現可能性
組織体制

地域経済へ
の波及性

採択基準

ねらい

■事業計画書の考え方

高度な戦略
性・計画性



こんな点を重点に書きましょう

～ 「ここだけは失敗できない」ポイントはしっかり抑えましょう～ 

１０

計画には 「この部分がうまくいかないとすべてが成り立たない」 という点が
あります。

例えば・・・
 ➢ 商品に必要な材料の調達
 ➢ 販路として想定した企業との販売契約
 ➢ 販売拠点などの立地場所の確保 といった部分など

○計画とは将来の予定に過ぎませんが、「肝」にあたる部分は、何が何でも
うまく進められるよう、十分に計画を練り上げなければいけません。

○審査委員にも「ホントに実現できるの？」と思われないよう、書類作成や
資料収集に力を入れる必要があります。



連絡先には、担当者の
電話・FAX・E-mailを
記載して下さい。

「事業計画書」＜様式第１＞ の記入方法（１）

別紙２と同じ事業名を記載して下さい。

１１

助成金交付に関する事業計画書 

年  月  日 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

理事長 様 

申請者 

郵便番号  

住  所  

事業者名  

代表者名  

担当者氏名  

連絡先   TEL:              FAX:                

    E-mail: 

 

 成長企業スケールアップ支援事業助成金交付要領１１の規定により、助成金の交付を希望します

ので、下記のとおり事業計画を提出します。 

 

記 

１ 事業名 

様式第1



「事業計画書」＜様式第１＞ の記入方法（２）

交付決定年月（Ｒ６年６月予定） 事業期間
(交付決定月含む２４か月以内)

助成対象外
経費がある
場合に記載

事業実施期間の終了月の翌月

事業期間の経費を記載してください。

別紙４を転記

１２

令和 ６ ６



「申請者の詳細」＜別紙１＞ の記入方法（１）

１３

個人事業主の方は元入金を記載し
てください。



「申請者の詳細」＜別紙１＞ の記入方法（２）

申請時点で決算書があるものについて記載ください。

１４

公的機関の助成を受けた実績がある場合に記載して
ください。（ない場合は『なし』と記載してください。）

参考のため、福井県以外でも助成を受けたことがある
場合には記載してください。

該当する場所を、それぞれ○で囲んでください。 

(パートナーシップ構築宣言・賃上げ宣言・他も同様)



「事業実施計画」＜別紙２＞ の記入方法（１）

 ➢ チェックポイント・・・「２ 事業の目的」

・なぜこの事業に取り組むのかについて

今回の事業に取り組むに至った経緯（きっかけ）
↓

新商品・新サービスの概要
↓

最終的な目標・目的 を記載してください。

 申請者の事業に対する「熱意」「想い」が伝わるように！
１５



「事業実施計画」＜別紙２＞ の記入方法（２）

➢ チェックポイント・・・（１）新規性・革新性

 新商品・サービスの特徴や強みは何ですか？

        ・事業計画の中で何が新しいのかを強く説明
        

・新しい機能や技術の明記

        ・他社製品（サービス）と比べ優位性がある新たな特徴や機能性、
          販売方法の明記

１６



「事業実施計画」＜別紙２＞ の記入方法（３）

１７

 ➢ チェックポイント・・・（２）市場性・成長性

 新商品・サービスの特徴や強みは何ですか？

・商品やサービスを販売・提供する地域（県外・大都市圏・海外
など）、ターゲット顧客（企業、個人･･･性別、年代など）につい
て、具体的に記載されていますか？

   ・市場性があると考える根拠が説明されていますか？
（書籍、統計データ等を使って客観的な視点から）



「事業実施計画」＜別紙２＞ の記入方法（４）

➢ チェックポイント・・・４ 事業の実施体制・実現可能性

・新事業をすすめる上で、自社以外の企業が必要な場合、
どのような企業の支援が受けられるのか記載されていますか？

・これまでの経営資源で使えるものはありませんか？

１８



「事業実施計画」＜別紙２＞ の記入方法（５）

 ➢ チェックポイント・・・５ その他

・事業目標達成のネックとなっている部分を的確にとらえた上で
解決するための施策を具体的に記載されていますか？

・県内地域への波及効果が記載されていますか？

１９



「事業実施スケジュール」＜別紙３＞ の記入方法

（１） 試作品製作や販路開拓の時期

（２） 実施内容

項
目
名
は
同
じ

２０

記入例

記入例

番号
計 画

実施項目名 実施内容、方法等

1 市場調査 調査会社△△に委託し、××市場の傾向を調査

2 デザイン設計 デザイン会社(デザイナー)と共同で実施

3 試作品の製造 自社内で製造

4 試作品の改良 当初の試作品改良や展示会での評価を受けて改良を重ねる

5 〇〇展示会出展 会場:東京●● 〇〇展示会 試作品の意見収集

6 □□展示会出展 会場:大阪◆◆ □□展示会 新商品のＰＲ及び求評価を行う

7 販路開拓 展示会の来訪者や関連企業等へ商品説明を行い販売見込み先の開拓を行う

番号 実施項目＼月 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

1 市場調査 → → →

2 デザイン設計 → → →

3 試作品の製造 → → → →

4 試作品の改良 → →

番号 実施項目＼月 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

5 〇〇展示会出展 →

4 試作品の改良 → → → → → →

6 □□展示会出展 →

7 販路開拓 → → → →

(初年度)

(次年度)



経費区分

事業費総額 助成対象経費

備考
名称・種類・仕様 単価 数量 （単位） 金額

うち助成
対象経費

助成金交付
申請額

新
商
品
等
開
発

費

原材料費

原材料A 250,000 10 個 2,500,000 2,500,000 2,000,000
副資材B 150,000 5 個 750,000 0 0

小計 3,250,000 2,500,000 2,000,000

謝金

専門家謝金(市場調査) 1,000,000 3 回 3,000,000 3,000,000 2,400,000
専門家謝金(デザイン) 1,500,000 1 式 1,500,000 0 0

小計 4,500,000 3,000,000 2,400,000

小計 7,750,000 5,500,000 4,400,000

販
売
網
整
備

費
・
設
備
導
入

費

使用料・賃借料

営業所家賃 250,000 12 月 3,000,000 3,000,000 2,400,000

0 0
小計 3,000,000 3,000,000 2,400,000

機械装置費

〇〇機 13,000,000 1 台 13,000,000 13,000,000 10,000,000
△△機 8,000,000 1 基 8,000,000 0 0

小計 21,000,000 13,000,000 10,000,000

小計 24,000,000 16,000,000 12,400,000

販
路
開
拓
費

旅費

0 0

0 0
小計 0 0 0

使用料・賃借料

展示会出展小間代 500,000 2 回 1,000,000 1,000,000 800,000

0 0
小計 1,000,000 1,000,000 800,000

需用費

カタログ 1,000 500 部 500,000 0 0

0 0
小計 500,000 0 0

役務費

HP作成 3,000,000 1 式 3,000,000 3,000,000 2,400,000

0 0
小計 3,000,000 3,000,000 2,400,000

小計 4,500,000 4,000,000 3,200,000

合計 36,250,000 25,500,000 20,000,000

対象外経費 10,750,000

「支出内訳および資金調達」＜別紙４＞ の記入方法（１）

２１

① ② ③

①．事業費総額（事業全体で必要とする経費）を記載ください
②．①のうち、助成対象経費にするものを選んで同額を記載ください
③．②の金額を４／５以内にして、合計額を限度額以内にしてください

助成金交付申請額が
②助成対象経費の
４／５以内で、合計が
２，０００万円以内にな
るように調整ください。

助成対象外経費と
する場合は、
0を記載ください。

①合計－②合計
＝対象外経費の合計

金額は、すべて
消費税抜きの価格



「支出内訳および資金調達」＜別紙４＞ の記入方法（２）

２２

○資金調達

○調達方法 （単位：円）

内 訳 金額 調達先 備考

自 己 資 金 16,250,000

借 入 金 20,000,000 ☆☆銀行 短期借入

そ の 他

合 計 36,250,000

合計額が
①事業費総額と同額になるようにしてください。



「事業計画書」＜様式第１＞ と 

「支出内訳および資金調達」＜別紙４＞ の 相関図

２３

「事業計画書」＜様式第１＞の
４ 事業に要する経費
（１）事業費総額
（２）助成対象経費
（３）希望する助成額
（４）助成対象経費の配分および積算
（５）助成対象外経費総額

① ② ③

・・・①合計 36,250,000円
・・・②合計 25,500,000円
・・・③合計 20,000,000円
・・・別紙４のとおり
・・・     10,750,000円

「支出内訳および資金調達」＜別紙４＞

小計 24,000,000 16,000,000 12,400,000

販路開拓費

使用料・賃借料
展示会出展小間代 500,000 2 1,000,000 1,000,000 800,000

小計 1,000,000 1,000,000 800,000

需用費
カタログ 1,000 500 500,000 0 0

小計 500,000 0 0

役務費
HP作成 3,000,000 1 3,000,000 3,000,000 2,400,000

小計 3,000,000 3,000,000 2,400,000

小計 4,500,000 4,000,000 3,200,000

合計 36,250,000 25,500,000 20,000,000

対象外経費 10,750,000



（別紙５）

中期経営計画 （単位 千円）

2年前 1年前 直近期末 ※1年後 2年後 3年後 4年後 5年後

(  年  月期) (  年  月期) (  年  月期) (  年  月期) (  年  月期) (  年  月期) (  年  月期) (  年  月期)

① 売上高

うち助成事業関連売上高

② 売上原価

③
売上総利益
（①－②）

0 0 0 0 0 0 0 0

④ 販売費及び一般管理費

⑤
営業利益
（③－④）

0 0 0 0 0 0 0 0

うち助成事業関連営業利益

「中期経営計画」＜別紙５＞ の記入方法

２４

５年以内に直近期末の売上額の３
倍以上かつ１億円以上が見込まれ
ること。



（別紙５の補足）
中期経営計画の補足説明

計画売上額の算出根拠 計画売上額達成の為の具体的取組

１年後

２年後

３年後

４年後

５年後

その他、特記事
項

「中期経営計画」＜別紙５の補足＞ の記入方法

左記の売上額の見込みに対する、
具体的な取り組み（根拠・実現可
能性）をご記入下さい。

※特記すべき事項があれば下段にご記入下さい。

各年度ごとに売上額の計算根拠
を数式で示して下さい。
例
単価2,000円×5,000個（月売上額）
10,000,000円×12カ月＝120,000,000（年売上額）
※特記すべき事項があれば下段にご記入下さい。



（別紙６）

県税の納税状況の確認について

私は、成長企業スケールアップ支援事業助成金の活用に当たり、福井県の県
税事務所等が、福井県産業労働部経営改革課に対し、私の福井県への納税状況
に関する情報を提供することに同意します。

令和 年 月 日

※申請者が法人の場合は法人名、団体の場合は代表者氏名を記載
［フリガナ］
法人名   

［フリガナ］
代表者名   

所在地

福井県知事 杉 本 達 治  様

２５

【団体・個人の場合】
代表者氏名・個人の住所
をご記入ください。

「県税の納税状況の確認について」＜別紙６＞の記入方法
（県税の納税証明書を添付しない場合）

【法人の場合】
法人名・代表者役職氏名・
所在地をご記入ください。



事業の実施体制
 

代表者：

年齢／性別： 歳／ 性

業種： 業

設 立 日： 年 月 日

資 本 金： 万円

役員・従業員： 人

直近売上高： 億 万円

新事業活動の概要

［新事業区分］ ① ② ③ ④
※P１「２ 助成事業の内容」を参照し、該当する番号を○で

囲んでください。

（概要）５行程度で簡潔に記載

提供する製品・サービスの特徴

（特徴）提供する製品・サービスについて他社にはない自社独自の取り組みや特徴等を簡

潔に記載

（写真を添付してもよい）

２６

「事業概要」＜別紙７＞ の記入方法

[新事業区分]①②③④
成長企業スケールアップ支
援事業助成金交付要領「２
助成事業の内容」に記載さ
れている①～④を指します。

①新商品の開発・・・
②新役務(サービス)の・・・
③商品の新たな生産・・・
④役務(サービス)の新・・・

（別紙７）

令和 年度 成長企業スケールアップ支援事業 概要

（社 名）

事 業 名

事業の実施体制 新事業活動の概要

提供する製品・サービスの特徴 自社にとってどのような部
分が新事業にあたるのかを
ご記入ください。



■注意事項（「意見書」＜様式第２＞）

➢  意見書は、支援機関の担当者が申請する事業を理解した上で作成し、

 両方の担当者が記名します。受付最終日間近は大変混み合いますので、

 遅くとも１週間前には、両機関へご相談をお願いいたします。 

意見書を作成する支援機関 
が記名します。

２７

項 目 コ メ ン ト

新規性
革新性

市場性
成長性

実現可能性
組織体制

戦略性
計画性

地域経済へ
の波及性

・各項目について「あり」または「問題ない」と判断する理由等について簡単にコメントしてください。

２ 支援体制

意 見 書

支援機関名
代表者

度成長企業スケールアップ支援事業にかかる （代表取締役 ）
の申請についての意見は、下記のとおりです。

記
１ 支援機関としてのコメント

支援機関名（金融機関） 支援業務担当者

役職名
氏名
連絡先

支援機関名（商工会議所・商工会） 支援業務担当者

役職名
氏名
連絡先

①金融機関
②商工会議所または商工会

両方の担当者の記名が必要
です。



（公財）ふくい産業支援センター

経営支援部

TEL 0776-67-7406 FAX 0776-67-7419

E-mail f-fund@fisc.jp  

URL https://www.fisc.jp

お気軽に問い合わせください。

２８
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